住所移転報告書入力時の注意点

１「赴任の区分」・・・割愛採用者は「異動に伴う移転」を選択してください。

　　　　　　　　　　　「採用に伴う移転」は新規採用者のみです。

２「異動発表日」・・・人事異動が新聞に掲載された日と同日でない場合がありますので確認をして入力してください。

３「移転日」・・・・・実際に新住所に居住し始めた日です。
よって、住民票の「住民となった日」と同日になります。

（同一市町村内の転居の場合は「転居年月日」と同日）

職員移転料等の支給の確認に必要ですので、住民票を届け出る際は注意してください。
４「新旧勤務地」欄

採用に伴う移転の場合は新勤務地のみを、退職に伴う移転の場合は旧勤務地のみを入力してください。

割愛採用者や人事交流等で勤務地の所属コードが登録されていない場合は、会計指導課（4月からは総務事務センター）への登録依頼が必要です。「旅費システム勤務所属登録（変更）依頼書」を提出してください。

５「新旧住所地」欄
　　「番地」は、大字（甲、乙等）についても、住民票のとおり入力してください。

６「退去区分」・・・・旧住所から新住所までの陸路が８キロメートル未満であっても、職員住宅から退去を命ぜられた場合（管轄外の所属に異動になった場合も含む）は赴任旅費の支給対象となります。この場合は「命ぜられて公設宿舎から退去」を選択してください。

７「入居区分」・・・「その他」は、希望して職員住宅に入居する場合を含みます。

８「本人情報」及び「移転した扶養親族情報」欄の「その他」

移転に利用した交通手段（航空機、ＪＲ、フェリー等）の利用状況及び利用区間を入力してください。

なお、交通手段で自家用車を使用した場合の入力方法は、別紙「自家用車で新住居地に移転した場合の職員移転料および入力方法」のとおりです。
９「宿泊施設の利用理由」・・・着後手当の支給要件を満たしていることがわかるように明確に記入してください。

10「移転料」・・・・引越業者（宅配業者含む）の領収内容を入力してください。

11「領収内容記載」欄の「その他」

該当する項目がないものについて、金額と領収内容を入力してください。

（入力例）移転に航空機を利用した場合、「その他」の金額欄に航空運賃の金額を、領収内容」欄に「航空運賃」と入力






3-3)-②

